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足立区条例第１７号  

 

足立区手話言語と障がい者の意思疎通に関する条例  

手話は、言語であり、ろう者にとって命です。手や指、体の動きなど

を用いる独自の語彙及び文法体系を有する手話は、ろう者とろう者以外

の者が、互いの人権を尊重して意思疎通を行うために必要なものです。  

また、全ての障がい者にとって、自ら意思疎通手段を選択することは、

必要な情報を得るために、及び相手の想いや考えを理解し、相互に人格

と個性を尊重し合い、日常生活や社会生活を営むために不可欠なもので

す。  

足立区は、手話が言語であることへの理解を促進するとともに、それぞ

れの障がいの特性に応じた円滑な意思疎通手段の選択、情報の確保の機

会を図ることにより、障がいの有無にかかわらず誰もが住みなれたまち

で安心して生活し続けられる地域社会の実現を目指して、この条例を制

定します。  

（目的）  

第１条 この条例は、手話が言語であることへの理解の促進及び障がい

者の意思疎通に関し、基本理念を定め、足立区（以下「区」という。）、

区民及び事業者の役割を明らかにすることにより、全ての区民が互い

に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現することを目的

とする。  

（定義）  

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。  

（１） 障がい者 身体障がい、知的障がい、精神障がいその他心身



の機能の障がい（以下「障がい」という。）がある者であって、障が

い及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制

限を受ける状態にある者をいう。  

（２） 社会的障壁 障がいがある者にとって日常生活又は社会生活

を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念

その他一切のものをいう。  

（３） ろう者 障がい者のうち、手話を言語として日常生活又は社

会生活を営む者をいう。  

（４） 区民 区の区域内（以下「区内」という。）に在住、在勤又は

在学する者をいう。  

（５） 事業者 個人又は法人その他の団体で、区内で事業活動を行

うものをいう。  

（６） 意思疎通手段 手話、要約筆記、筆談、点字、拡大文字、読

み上げ、平易な表現その他障がい者が意思疎通を図るために必要と

する手段をいう。  

（基本理念）  

第３条 手話が言語であることへの理解の促進及び手話の普及は、手話

が独自の言語体系を有する文化的所産であるという認識の下に行うも

のとする。  

２ 障がいの特性に応じた意思疎通手段の選択の機会の確保は、障がい

者が意思疎通を円滑に図ることができるようにすることを基本として

行うものとする。  

３ 障がいのある人もない人も相互にその違いを理解し、人格と個性を

尊重しなければならない。  

（区の責務）  

第４条 区は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、

手話が言語であることへの理解の促進と手話の普及を行うとともに、

障がい者が日常生活及び社会生活において障がいの特性に応じた意思



疎通手段を利用して必要な情報を得られる環境の整備に努め、障がい

者の意思疎通に関する施策を総合的かつ計画的に実施するものとする。 

（区民の責務）  

第５条 区民は、基本理念に関する理解を深め、区が推進する施策に協

力するよう努めるものとする。  

（事業者の責務）  

第６条 事業者は、基本理念に関する理解を深め、区が推進する施策に

協力するよう努めるものとする。  

２ 事業者は、障がい者が利用しやすいサービスの提供及び働きやすい

環境の整備のため、手話が言語であることへの理解及び障がいの特性

に応じた意思疎通手段の選択についての合理的な配慮に努めるものと

する。  

（施策の推進）  

第７条 区は、次に掲げる施策の推進に努めるものとする。  

（１） 手話が言語であることへの理解の促進と手話の普及に関する

施策  

（２） 障がいの特性に応じた意思疎通手段の選択の機会の確保に関

する施策  

（３） 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める施策  

２ 区は、前項の施策の推進にあたっては、障害者基本法（昭和４５年

法律第８４号）第１１条第３項の規定により区が策定する計画及び障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１

７年法律第１２３号）第８８条第１項の規定により区が定める計画と

の整合性を図るものとする。  

 （意見の聴取）  

第８条 区長は、前条第１項各号に掲げる施策を推進するに当たり必要

があると認めるときは、障がい者その他関係者から意見を聴取するも

のとする。  



（財政上の措置）  

第９条 区は、第７条第１項各号に掲げる施策を推進するため、予算の

範囲内において、必要な措置を講ずるものとする。  

 （委任）  

第１０条 この条例の施行に関し必要な事項は、区長が別に定める。  

付 則  

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

   


